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企業行動における組織的要因と環境

赤岡 功

I は じ め に

現在では，寡占的大企業の経済への影響力はますます強大となり，その重要

性ゆえにその行動り解明は関心を集めてきた。しかし，伝統的企業程論は，体

系の精紋さにもかかわらず，現実の寡占的大企業四行動の説明にはなお不十分

さを残しているといわざるをえない。たとえば，第 1に， ミクロ経済学におけ

る中心問題である価格決定についても，オックスフォード・グループによる批

判。をはじめ， 第 2次大戦後の米国における限界生産力論争での批判が存在す

るへまた，第IV節でみるように，米国鉄鋼業においては，企業聞の生産費の

格差は価格差を結果しない。第 2に，上のような短期的な，あるいは静態的な

問題とは別に，企業の動態的な面での行動，たとえば成長牛革新についても伝

統的理論は明確な解答を用意していないへ

それでは，伝統的企業理論が上のような難点をもっているのはなぜか。その

理由の一つは，伝統理論が企業の組織的要因を十分に評価していないことにあ

口氏 J. Hall and C.]. Hitch，‘ Price Theoryand Business Behavior，" Oxford E印刷m，e
Papeタす， No. 2， May 1937 

2) K A. Lester，ιShortcomings of Margmal Analy副 sfor Wage-Employment Problems，' 

American .FAO即 nicR品問即.Vol. XXXVI， March 1946; F. Machlup，“ Marginal Analy 
sis and Empirical R田 earch，"AmerlCan Econm出 cRevi，民的 V01. XXXVI， Sept. 1946; 
G. S. Stigler，“ Professor 'Lester and the Marg日nalist，"Am.erican Economic R四 iew，Vol 
XXXVII， March 1947. 20年の控かbの論争の許師がマクループ自身によって行なわれている。

F. Machlup，“Th佃主yof the Firm; Marginalist， Behavioral， Managerial，" Americaη 
Economic Rιiew， V 01. L V 11， March 1%7 なお，赤岡功，アメリカ骨働経揖学主要文献，
岸本英士郎編「労園経請学入門」昭和44隼 p.349，を重参照.

3) 次を参照。E.T. Pep.rose， The i'heory of the Growth of the Firm， 1959，四 14-15; 

越後利典，寡占的大企業と技術の研究開発，馬場正雄 田口芳51編「産業組織」昭和45年.
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ると考えられる。第E節においてはこの点を検討する。企業行動は市場構造に

よって基本的に決まってしまうわけではなく，紅葉量的要因によっても影響をう

ltる"。

そこで，つぎに組織的要因と企業行動との関係が問題となる。第E節において

は，組織の安定的側面に注意して組織構造と企業行動の関係について考察する。

しかし，企業を個別的に取上げるだけではまだ不十分であろう。なぜならば，

寡占的大企業は相互に影響しあっており，その中で環境との相互作用の結果と

して業界にある種の行動ノレールが成立している場合が多L、からである。さらに，

このような行動ルールに規制されながら，企業の各種の活動も互いに独立なわ

けではない。第IV節では，米国鉄鋼業における価格決定と革新を例として，こ

れらの点を考えることにする。

11 伝統的企業理論と組織的要因

伝統的企業理論は，純粋な形では，全先日の経済人が市場経済の中で利潤を極

大化するように意志決定していると考えている。そこでは意志決定者の主体性

や組織的要因は重要ではないとされている。なぜなら，情報は将来にわたって

完全に知られ亡おし利潤を極大化する方策は認知されているから，意志決定

者には自由裁量の余地は存在しない。つまり，市場が企業行動を自動的に決定

する。

しかし，伝統的企業理論はそのままでは現実の企業行動を十分に説明できな

いために，全知，経済人，利潤極大化の 3つの仮定のそれぞれについて修正が

試みられてきたへ LかL 伝統的企業理論は長期的には市場における競争に

よって基本的には上の仮定が妥当すると考えている。すなわち，競争は企業を

経済合理的行動へと駆立て， 利j閏極大化をなしえない企業は衰亡するへ そし

4) E. T. Penrose， o.ρ cit_. p. 14 

5) F. Machlup， ot. cit. ;三木信一，経営者行動と非金銭的イソセンテイフ r商大論集J(神戸
商大〕第51号，昭和37年10月，を参照。

6) Ibid， pp. 4， 13 
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て，意志決定を行なう白は組織としての企業であることは重要視されない。企

業は企業家そのものの如くであり，いはば京である。企業行動は市場により自

動的に決定される九

しかし，企業は一つの組織であり，その行動は組織の意志決定の結果である

から，企業行動には組織的要因は重要な影響を与える。伝統理論は，企業が組

織であること自体を否定はしなくても， う，えの仮定により実質的には組織を考

慮していないのと同様になる。情報の完全性と経済合理性を仮定するとき，企

業は組織ではあってもあたかも一人の経済人の如く意志決定すると考えられる。

そこでは組織ゆえに生ずる問題は存在しない。しかし，上の仮定は現実には必

らずしも妥当しない。組織は人聞の能力に限界があるために成立するのであり，

組織は人聞の能力の限界を克服して，情報の収集力，認識力を高め，合理的意

志決定。可能性を高めるへ しかし，組織が大きくなると組織ゆえに情報に歪

みが生じ，合理的意志決定を阻害するようになる九それゆえ，組織のあり方

によって企業の意志決定，行動は影響をうける。

しかし，伝統的企業理論から Fれば，組織的要因による企業行動の変容も短

期的な撹乱にすぎず，長期的にはやはり市場が企業行動を決定すると考えられ

るであろう。たしかに，市場は企業行動を規定する。しかし，組織は他の組J織

と相互作用しつつ，市場と交渉しているのが現実であるu 組織としての企業は

単独にあるいは協働して市場へ働きかける。その結果，長期的にほ逝に組織の

行動が市場自体を変容する ζ ともある。また，市場の競争による企業行動の修

正が完全に達成されるまでの間に，市場では新たな変化が生起したり，企業の

新たな行動が開始される場合が通常であるならば，市場の企業行動に対する規

制力は弱し、ものとなる。したがって，寡占的大企業の行動は，また企業をとり

7) E. T. Penrose.ゆ ctt.，pp. 14-15; R. Caves， Americ酎 1 Industrッ， 1964， ch. 1，小西唯
雄訳「産業組織論」昭和43年.第1章，を参照.

8) C. L Barnard. The Functions of the Executive， 1938， pp. 27-32，山本安次郎回杉競
飯野春闘訳「経営者の役割」昭和43年， 28-33ベ 子。

9) R. M. Cyert and J G. March，“Organizationa: Structure and Pricing Behavior in an 
Oligopolistic Market，" American &anomic Rιiew， VoL XLV，恥1arch1955， pp. 130-131 
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まく環境が激変する場合や，あるいは企業が市場自体に働きかける場合には，

企業行動の理解には企業の組織的意芯決定のプロセスを無視することはできな

。
〉問

、し

しかし，企業の組織については伝統的企業の理論は全く無視してきたわけで

はない。 A. マー γ ャノレは「時には組織を別個の一生産要素として分離するを

最善とするようである」と述べ産業組撤」を論じて大規模生産や企業経営

の問題を取上げている。大規模経営は仕事の細分を可能とし，大企業の長は最

も広く最も基本的な問題のみを考えることができる。 Lかし，大規模経営では

小規模経営のもつ次のような利点は失われる。小規模経営では「キ人の目は隅

々に光る。職丁長や職工の街着もなし責任の回避もなく，部と部との聞に半

解の用向の押問答もない。伎は簿記の多くの部分を省略し，大工場の企業に必

要な煩しい引合せ制度を殆ど全部省略する。」 このように組織を取上げ， 組織

の意志決定において生ずる問題を指摘している。しかし，組織と企業行動の関

係についてのそれ以上の分析は十分には行なわれていなし，11)Q 

また，管理的要素についてみれば， E.A.G.ロピンソ γはこれが企業行動に

重要な意味のあることを指摘している。彼は調整能力を取上げ，管理の最適規

模を論じてそれと技術の最適規模との関係等を考察している。そして，両者の

相互作用について述べている問。 しかし，調整や管理をするのは結局企業家と

考えられており，組織的意志決定の理解は不明確であり，それゆえ，組織的要

因が企業行動に重要な影響を及ぼす点についての分析は十分ではない問。

R マリスは， ミクロ経済学が企業主集団8':)な企業家と理解して一個人四企

業と同様に取扱ってきたよとを批判し， ζ のような立場では組織の行動の理論

10) 岡本康雄，企業行動と組織分析，今井賢一岡本康雄宮川公男編「企業行動と経営組織」昭
和46年， 89ベーシ〆.

11) A Marshall， P可抗 ciplesof Ec.仰叩mics，8 th ed. 1920， Reprinted 1966， Book IV chs. 1， 
VIII-XII， pp. 115， 2回， 237，大塚金之助訳「経活字原理」同和15年，第2分附，捕4編第 1章，
第8-12草，とくに， 14， 231， 232へーシ。

]2) E. A. G. Robinson， The Structure of Comtetitzve lndustη， 1931， chs. 111， Vl1 

13) 岡本康雄，前掲論文， 68へ山幸照。
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的分析は困難であるという。そして，企業規模の巨大化により専門経営者が登

場して出資と経営が分離し，経営者の相対的独自性，自由裁量の範囲が拡大し

1きた。しかも，両者のそれぞれの効用函数白極大化が一致する保証はなく，

経営者と株主は会社を構成する異なる要素であると考える。そして，組織の行

動は組織を構成する個人やグノレ プの希望.>i想，倫理，制約の相互作用の結

果であると述べており，明らかに企業を組織こみている問。 しかし， ζ こでの

組織とは経営者と株主とからなり，実際の分析は主に経営者が株主の動きを

一定の範開で考慮しつつ，向らの効用函数の極大化をはかる点にむけられてお

り，経営者のチーム自体が企業内の種々の組織的要因の作用する中で意志決定

するプロセス等については十分な分析があるわけではない。

これらに対して. J. G マーチ&H.AサイモンやR.M サイアート&J

G.マーチらは企業行動における組織的要因を重視する問。十イアート&マーチ

は，意志決定を行なうのは大規模で多様な機能をもっ複雑な組織であると考え

る問。そして，彼らは，組織構造が異なれば企業行動が異なるとしヴ。 I組織

構造に意味のある相違があるならば，同じ外的市場に直面し，同じ意志決定変

数の集合を使用している二つの企業は， 実質的な相遣を示すであろう。」なぜ

ならば，組織構造の違いにより，企業の市場についての認知，および行動の可

能性に関する認知が異なるからである町。そして，伝統的企業理論とは異なり，

企業は情報不完全下で満足水準を目標レベノレとし，必らずしも経済合理的とは

いえない行動をしτいると考え，意志決定のプロセスを記述しているo そしτ，

組J撤の志rt決定における特性として，コンフリクトの準解決，不確実性回避，

問題志向サーチ，組織学習なる 4つの概念を中心に意志決定りプロ t スを明示

14) Robin Marris， The E，ヒonomic-Theory 0.1 . Maηagerial' Caρitalism， 1964， Reprinted 
1966， pp. 5， 13， 15 

15) J G. March and H. A. Simon， Organizations， 1958; R. M. Cyert and J. G. March. 
A Behavi07叫 i'heory of the Finn， 19出

16) Ibid.， p. 4 
17) R. M. Cyert and J. G. March， .. Urganizational Structure and J-'ricing Behavior，" (op 

cit.)， p. 130 
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的に示した問。 そのモデルの全体は興味深いものである。しかし，ここで問題

にしようとするのは組織的要因と企業行動との関係である。そこで，次節にお

いてこの点についてサイアート&マーチおよびその他の研究をみていくことに

する。

III 組織と企業行動

企業行動の理解のために組紘を取上げる場合，組織の安定的な面に着目する

のが便宜であろう。必要となれば，変動的な面は安定的な面を基準にして考え

ることができる。そこで，組織構造に注目することにLょう。

組織とはハーナードによれば i2人以上の，人々の意識的に調整きれた行動や

諸力の体系」土定義きれるが，その流れを〈むサイそンは活動の基礎にある意

志決定を中心概念として取出し，組織を意志決定のネットワークとみた。さら

に，サイアート&マーチはサイモンの理解を受継いで，組織構造は一定の体系

による情報の伝達にもとづく意志決定のバターンにかかわらしめて理解する問。

ところで，組織は環境と相互作用しあっている。まず，組織構造は企業の目

的とする活動とそのために採用する技術体系によって規定される。 J.D トγ

プソンは技術体系との関係から組織化の公準をひきだしている"，。 また J.D. 

トY プソン&F. L ベーツは「特定の目的の集合のために利用しうる技術の

型は組織にとって適切な構造の型を規定する」町と述べ， 技術と管理過程との

関係を，鉱業，製造業，病院，大学の 4つを比較して検討している劃。

しかし，技術は逆に組織によって規定される面があるo 第 1に組織が如何な

18) R. M. Cyert and J. G. March， A Behavioral TheG門 ofthe Fi門 n，(op. cit.); R. M 
Cy世 tand J. G. March，“ Organizational Factors in the Th田町 ofOligopoly，" Quaγ"terly 
J凶 171.aZof Eヒonomics，Vol. LXX， Feb. 1956 なお，占部都美編著「企業行動科学」昭和43
年，を量参照されたい。

19) 降旗武彦「経宮過程理論の新展開」昭和"'年 124ベージ参照.
20) 降旗武彦，前掲書， 121-122， 155へジ毒照。
21) J. D. Thompson and F. L. Bates.“Technology， Organization， and Administration，" 

Administrative Science Quarterly， VoL 2， No. 3. Dec. 1957， p. 325 
22) 1bi瓦



116 (362) 第 108巻第5号

る活動を目的として選択するかによって技術は異なる。 トY プソ'/&ペ ツの

4産業の比較研究はこのことを明白に示している。第2に管理上の要請により，

採用される技術は影響をうける。たとえば， E. A. G.ロピY ソンは管理の最

適規模と技術的最適規模の調整の問題を取上げて，両者の柑E..作用を論じてい

る印。 また，組織は技術以外にも市場等の環境に規定されつつ，環境に対して

働きかけているペ それではよのようにして成立する組織構造と企業D行動と

む関係はいかなるものであろうか。

サイアート&マーチによれば，組織構造は，組織りヨミュ=ケ一、ンョン・ハ

ター γ と意志決定単位の規模0')2つの特徴から理解される。意志決定に必要な

情報は意図的に収集してリレー点を通過して昔、志決定者に伝達される。この収

集と伝達の経路において組織的要因が作用して，情報の中継点の数，性質，順

序によって情報に歪みが生ずるのがむしろ通常である冊。個人企業においては

情報の収集カは大幅に限られているにしても，組織的要因による情報の歪みは

ないし，また，機械的組織論の場合は情報の歪みは発生しないとみられる。し

かし，大規模組織では情報の歪みを無視しえないのが現実である。

そして，彼らは組織における価格決定，生産量決定のプロセスを示した。し

かし，これは大規模組織の一般論であり，大規模組織問の組織上の違いと企業

行動については，第 lに伝達体系の階層の増加が歪みを増加させること，第2

に新旧 2つの組織の比較をして，かつての独占企業とそこから分離した新企業

とが併存する場合を取上げ，新企業が楽観的需要予測を行うことによりシェヤ

ーを拡大していく過程を示L，それがうまく現実に適合していること，これら

については述べているが，それ以上の検討は十分ではなし、冊。

大規模組織と小規模紙撤の一般的比較は，革新についても行なわれている。

23) E. A. G. Robin田 n，op cit.， ch. VII 
24) 本稿第N節参照。

25) R. M. Cyert and J. G. March，“urganizational Structure and Pricing Behavior，" (oT. 
口't.)，pp. 130-132 

26) lbid.， Pp. 130-132; R. M. Cyert and J. G. Marc凡，A Behavic四 1TheoTY of the Firm， 
(0ρロt.)，pp. 86-99 
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D.EリリエYソーノレ，J.K ガノレプレイス等は寡占的大企業が技術進歩の担い

手であるとしている幻〉。 これに対して，越後和典氏はガノレプレイスの説を企業

規模の巨大性と独占度との 2つに分けて，そのいずれも必ずしも正しいとはい

えないことを明らかにしている。市場構造と革新との関係は不明確であり，大

組織は草新を阻害することも多い淘〉。 しかし，大規模組織と小規模組織の比較

だけではなく，同じ大規模組織における組織構造の違いによる影響を考えるこ

とが必要である。

J. Q.ウィノレソンは組織り多橡性と革新と白関係主考察し口、る。それによ

ると，革新りプロセλ は，①変革の着想，②変草D計画，③変革の採用の三段

階からなる。ここで組織の多様性とは，③異なる課業の数と非定型的課業の程

度あるいはプログラムイじの低さとから把えられる課業構造と，⑥誘因の資源の

数とメソペーの参加する集団の数から把えられる誘因システムの複雑性，との

函数と理解されている。そして，このような組織の多様性が増大すると変本の

着想と計画とは増加する。 Lかし，多方面からの択抗のため変革の採用は減ノ，))

する。かくて，革新のサ チと採用とは矛盾するぺ

つぎに，分権化についてみれば，職能的分権であれ連邦的分権であれ，権限

が大幅に下層に委譲されている場合には，君、志決定の分業が行なわれる。その

ため，一般に計画のグレシャムの法則からのがれることができ，また，各層の

自立性，自由裁量の余地が存在し，革新活動が刺激されるヘ しかし，革新活

動が刺激されても，それが採用されるには全社的な調整のあり方が作用する。

27) D. E. Lilienthal， Big Business， 1953，永山武主伊藤克己訳「ビッグピジネス」昭和31
年サ J.K. Gulbro.ith， Arncrican C.坤italisTn， Rev. ed.， 1956，藤瀬五郎訳「アメリカの資本主
義」昭昨日3[年。

28) 降旗武彦独占体制と技荷的革新一一アメりカにおける畳光灯の lnnovationを巾心として
， r経済論議J第76巻第5号』昭和.'l(年11月，と〈に25，32， 33ベージ，高柳暁，大規模組

織と革新， rピゾキス レピ品 J Vol. 16， No. 2，を参照。
29) J Q. Wil田 n，"Innovation in Organization." in ]. D. Thompson Ced.)， Approaches to 
。噌-anizatio1lalDesign， 1966，よ屋融関金子邦男古川正志訳「組織田革新」昭和44年，第
5章。 ウィルソン恒説については， H. M. Sapolskyが百貨庖を例にして実証している。 “0，. 
ganizational Struct町 eand Innovation，" Journal of B副 iness，Vol. 4D. No. 4， Oct. 1967 

30) ]. G. March and H. A. Simon， op. cit.， pp. 147， 184-185， 198;吉原英樹， 革新の行動科
学的理論， r国民経世雑誌」草117巻第6号，昭和4"年6月， 64伍ぺ 山幸照s
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そのため，ある与えられた目的を達成する方法などについて自由裁量が存在す

ることが革新の採用には重要な意味をもつことになる叫。

こうして，企業の組織と企業行動との関係をみてきたが，企業行動の理解に

はこれだけではまだ十分とはいえない。一企業の行動を問題とする場合におし、

てふ寡占的大企業が一般的な場合にはとくに，その企業の組織，意志決定シ

ステムのみを取上げても十分ではないであろう。ある企業は他り諸企業と複雑

な相互作用をいとなんでおり，ある面では競争しつつも他の面では，たとえば

対政府，対消費者との関係などで相互に協調する場合も多い。そして;:の企

業間四関係のシλテムはしばしば業界の慣行，業界D行動ノレーんとして各企業

の行動を規定している。したがって， 一企業の行動を考察するときにふ企業

聞に成立している行動O)':/'ステムの中でのその企業の意思決定のあり方を考え

なければならないであろう。さらに，企業の各領域の活動は，業界の行動ノレー

んの影響をうけつつ，相互に関係している。

そこで，次節において，米国鉄鋼業における価格決定と革新を例として，各

企業が企業聞の関係に影響されつつ， ζれら 2つの領域で行なう活動について

考察することにしよう。

IV 米国鉄鋼会社の価格決定と革新

米国の鉄鋼業は， 19日日年以前には激烈な価格競争が展開されていることで有

名であった。企業間で紳士協定が結ぼれてもすくに破棄された制。 しかし，

1901年に，多数の会社を合併して，米国の公称鋼塊生産能力の44%，その産出

高の66%を占めるusスティーノレ社が形成されゲーリーの晩餐会」が成功

するにおよび，価格先導制の慣行が成立したへ もちろん，この後にも，不況

31) 降旗武彦，前掲書， 254へージ。また， この調整がうま〈いかなかった例として GEの畳光灯
。企業化のケ スがある u このため GEはシルヴェユアに遅れをとった。 降旗武彦，前掲論
文， 32-33ヘグ。

32) W. Admlls，“ The Steel Industry."刊 W_ Adams， The Structure of American /ndu-
，'，てy，2nd ed.， 1954， p. 148 

33) 1るid.，即 119-151;ワイス〔江夏健一掃谷禎二郎・松村t武訳)r独占寡占・競争」昭和
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期などには，秘密裡に建値からの値引きがみられたが， usスティーノレ社がそ

の圧倒的地位に依拠して〈第 1表参照)， 建値からの値引きには対抗策をとると

発表すると，ノレール違反は防止されたa九 ょのほかにも，価格先導制に従う企

業は事実上大きな利益を保証されていること，また労務費の面では賃金リーダ

ーシヲプの存在により均等な労務費の上昇が一般的であったこと")などから，

〉八" ネ土

U. S. Steel 

Bethlehem 

Republic 

Johns & Laughl~n 

National 

Youngstown 

lnland 

Armco 

Colorado F. & 1 

Wheeling 

Sharon 

Crucible 

その他

百十

判 1952年 l且

ω1948年 1月

第 1表鉄鋼業大手企業の生産能力

銑 鉄(叫| 鋼 塊(吋 1，" ~ Iーコイル

35.4 31.0 33.7 

14.4 15.0 14.1 

9.2 8.7 9.6 

5.6 5.5 5.0 

5.6 4.8 4.3 

5.3 4.2 4.3 

3.4 3.8 3.4 

2.1 4.0 3.1 

1.9 2，1 1.5 

2.1 1.6 1.7 

0.9 1.3 1.1 

1.1 1.1 0.9 

13.0 16.9 17.3 

l 100.0竺上 100.0% 100.0% 

W. Adams， op. cit.， p. 155 

価格先導制は慣行として確立した。時には，鉄鋼会社の経営者たちは価格につ

いて相談もしていたお〉。 かくて， こ0産業では， usスティーノレ社がリーダー

として設定する価格に他社は追随するという「行動ノレール iが成立しており，

45年， 154-160ベー :/0

34) Temporary National Economic Committee. Monograph， No. 13， Relative E.t耳目印叩

of Lar吉弘 M包dium-Sized，and品nallBusiness， 1941， pp. 232-248. 
35) G. Seltzer，“Pattern Bargaining and the United Steelworkers，" Jou問 alof Political 

Economy， Vo1. LIX， No. 4， Aug. 1951， pp. 322-323 
36) TNEC， Monograph， No. 42.， The Basing Point Problem， 1941， pp. 94-105. 
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このノレーノレからの逸脱は比較的稀れである。

したがって，価格追随企業は生産費との関係で価格を決定するわけではない。

たとえば，ベスレヘム社のホー 7 ー (A.B. Homer)社長は r生産費の格差は，

だいたいにおいて操業そり他の能率の格差と同じですが，それは全部というわ

けではありませんが，主として純益の格差に反映します」と述べ，なぜ，価格

の引上げをusλ ティーノレ社より小幅にとどめて取引高の増加をはからないの

か，との質問に対して rわたくしたちは，競争価格で販売します。 ーわた

くしたもは外へでてい勺て，競争水準で注文をとるのです。そして，わたくし

たちは， ほかのだれよりもよい成果をあげます。 よろ Lいu たいへんよろし

し、」と答えている3九

そこで，このような価格先導制の支配的な産業では， リ ダー企業がどのよ

うにして価格を決定しているかが問題となる。この点について，ヵプラン，タ

ーラム&ランチロッチの研究によると，研究対象のうち 9社が価格リ ダー企

業であるが，この 9社はすべてフノレ・コスト，あるいは目標価格方式によって

価格を決定しているべ この場合，企業では，まず@目標報酬率と，②標準操

業率とをトップ経営者が決定し，次に③標準操業率の下での単位当り費用を計

算 L，これらの前提の下で④目標報酬率を得られる価格を算定し，最後に⑤現

実の市場状況を考慮にいれて価格を決定する問。 usスティーノレ社のフェアレ

ス社長(B.F. Fairl白s)は， 議会の合同経済委員会の聴問において， 想定操業

率をもととして通止な利潤が達成できるように建値を決定すると答えている崎。

ζ の場合，阿社白目標収益率は税引後の投資収益率で~%であるといわれてい

る'"。

37) E キーフオ ハー(小原敬士宮U Id喧立者の手に」昭和43年 155-156，164へージ。
38) A. D. H. Kaplan， ]. B. Dirlam and R. F. LanziIlotti， P!円α'ngin' Big Busin出 s，1958， 

武山春雄訳「ビッグ・ビジネスの価格政策」昭和35年。
39) G. C. Means， Pricing Puwer仰 dthe Public Interest， 1962， pp. 236-239，伊藤長正北

川勝己・高野清美訳|企業の価格決定力と公共性」昭和37:年， 222-226ベ ジ。
40) Hearmgs before the Joint Committee on the Economic Report， 81 Cong. 2nd Sess.， 

1950， p. 124 なお.Kaplan， Dirlam and Lanzil1otti， 0.ρ cit.， p. 169，訳書， 207へーク参照。
41) V仇'd.， p. 169，訳書， 207へージ。因みに，価格リーダーである他¢企業の目標収益率は税引後
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つぎに，このようなやり方によって， usスティール社は実際にはどのよう

なプロセスで価格を決定しているかをみることにしよう。同社の価格決定権は

基本的には営業担当常務取締役副社長にある。そ白下に営業部価格課があり，

こζ で価格政策の検討が行なわれ，営業担当重役の決定のための活動を行なっ

ている。ヵプラン，ダーラム&ランチロッチの研究は，価格変更の 2つのずロセ

λ を明らかにしている。それによると，第 1には各製品部門で価格改訂の必要

な問題が発生した場合であるが，この時には各製品部が価格ffi'化の勧告案を作

製し，所定の文書によって価格課に提出する。価格課はこれを検討し，その結

果を営業担当重役に報告してその決定をまつ。第 2は営業担当重役からの直接

の指示によって価格課が活動を開始する場合で，たとえば， 1956年の労働組合

との賃上げ交渉のとき，価格課は重役から価格引上げについて検討するよう指

示された。価格課は，新しい労働協約は労働コストを 1時間当り 24セント上昇

させると見積もった。伝統的に賃金以外のコストは賃金と同程度上昇すること

から， 24セY トを 2倍 L これに，能率を考慮して20労働時間を乗じ(後には能

率の上昇によって15時間を乗ずるようになった)， トン当り 9ドル 60セY トの値上

げが算出された。最終的には他の要因も作用して， トY 当り8.5ドノレ鉄鋼価格

が引上げられた4九かくて， usスティ、ーノレ社は，他の面での努力の結果でも

あるが，税引後投資収益率 8%の目標を達成できなかったのは，第2表にみる

ように比較的少ない期間に限られている。

これに対して，価格追随企業のナショナノレ・ λ テイ ノレ社についてみると，

同社は主にブリキを製造しているワイヤート Y ・ステイ ルと薄板製造を中心

とするグ νイト・レイクス・ステイ ルの 2つり製鋼子会社を所有している。

投賢収益率で， G. M. 20%; Du Pont， 20%; Union Carbide， 18%; E:;:>a CStandard Oil Co.. 
N. ].)，不明;Johns-Manville， 15目;Alcoa， 10%; International Harvester， 10%，であり，
これら価格リーダーは 1947年から55年の 9年間， International Harve乱町社を つり例外とし
て，それぞれ平均Lて目標収益を達成しえている。なお， usステイ ル社はその後約18%を目
標とするようになったという。R.F. Lanzil1ottl， " Pricing口同ectIvesof Large COIllpanles，" 
American F..conomic ReviCUJ， Vol. XLXIlI， No. 5， D氏 1958，pp. 924-927，なお， G. C 
M回 ns，oρ 日 t.，p. 240，訳書， 227ページ，審問。

42) Kaplan， Dirla皿&工.anzi1lotti，噌 clf.，P巴 16-18， 244，訳書， 302-303へージ。
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第 2表鉄鋼業 3社四税引後投資収益率

年 U. S. Steel Bethlehem Steel National Steel 

1947 8.00% 7.41% 11.18% 

1948 6.80 11.77 14.92 

1949 8.36 10.99 13.33 

1950 12.58 10.38 17.46 

1951 8.57 9.74 12.77 

1952 6.54 7.46 9.77 

1953 9.58 11.51 11.75 

1954 7.31 10.78 7.09 

1955 12.90 11.64 10.66 

A. D. H. Kaplan， J. B. Dirlam and R. F. Lanillotti， ot. cit.， pp. 313-317， 

訳書.3師一390ページ，上札

なお， USスティーノレ社の他の期間の税引撞投資収益率は1920-29.8.7目，羽田-
39， 1.49も;1940-1949， 9.4%である。キ フ..j-_...t 前掲書， 1出~ジ。

しかし，価格決定機構は簡単化され，権限は大幅に上層に集中されている。価

格は経営委員会で決定されるが，委員会のメ γパーはナγ 冨ナノレ・スティール

社の会長，社長，取締伎の 3名と，ワイヤート Y とグレイト・レイクスのそれ

ぞれの社長の計 5名である。 2つり子会社自社長も価格決定権は特定胸品につ

いてりわずかな価格変更に限られている。そして，プリキと薄板。 2つの主力

製品のいずれもusステイ ノレ社。リ ダ、 シヅプに従っているへしたがっ

て，この会社は「問題」が発生しても価格D面でD解決策は期待しえず，他。

面で問題の解決をはからざるをえなし判。

それゆえ，一般に怖格追随企業に対してはたとえば革新へり圧力は強〈働く

であろう。ある種の革新が業界に普及したり，価格先導企業が採用するにいた

ると， リーダ は早晩この新機軸を基礎にして「適正価格|を算定するであろ

43) Ibid.， p. 235-237，訳書，田ト293ミジ.
44) ナショナノレ ステイ ル社は193年代初期には，価格引下げを最初に行なっていた。同社は，

他社と異なって鉄鉱右の自給ができ，能率唱守新プラントを装備していたため，独自の行動をとる
ことができた。ワイス，前掲書， 175-176ベータ。 しかし，同社もその桂は価格追随者となり，
(ンフリーも銑鋼業の価格の同一地を高〈評価しているよLと乞表明した.E キ ソオ バ ， 
前掲書.160-161ベータ。
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れもいこの適正価格が採用されると，新技術の導入に遅れた企業は劣勢に

追込まれることになる。したがって，価格追随企業はリーダーの革新活動と業

界D動向に常に耳目を集めておかなければならない"九つまり， リーダーが革

新を行なう可能性があったり，また業界が新技術を一般的に採用すると予想さ

れることは，追随企業にとっては「予想きれる問題」であり，サーチを開始し

て解決策の用意が必要である。しかし，追随企業にとっては， ζのような予想

上の問題中，あるいは経営上の他の原因による業績悪化などから問題が発生し

ても，価格政策の面で解決策をはかることは困難である。サーチは革新へ向か

うことが多くなるであろう。

これ応対して， リーダーはフォロワーほど革新への圧力を感ずることはない。

リーダーにとっては革新が業界で一般化するまではその導入は必らずLも必要

ではない。りーターが新価格を設定するのは，自らが草新を導入した後か，あ

るいはそれが業界内で一般化した時でよい。また，一定の限界内においてでは

あろうけれども， リーダーは業績の悪化の問題を出較的容易に価格の操作によ

り解決できる。しかも，価格面で問題を解決しえたという経験は，その後のサ

一チを価格面に誘導するであろうゲ‘“6旬〉

事実，米国鉄鋼業においては技術変北は比較的小規模の非指導的企業から生

まれたL，巨大企業は新技術の導入においても遅れをとった。たとえば，連続

ストリップミノレは，アメリヵ γ ・ローリング~ Iレ社によって1920年代に開発

され，アロイ・ λ ティーノレ・プレ トで先導者となったのはリパブリ!ノク社で

あった。また，オース}ラリアで完成された酸素上吹転炉の米司での特許所有

者はカイザ ・スティーノレ社で， その最初の導入はマクノレース社であった4九

usスティーノレ社は他の面でもたちお〈れた。 usスティーノレ社では長期の計

画手段が不足し，費用計算は時代おくれであり，情報は，①多数の製品の費用，

45) G. C. Means，。ρ cit.，p. 244，訳書， 230孔ージ，長甲市
46) R. M. Cyert and J. G. March， A Beha町 oralTh回叩 ofthe Firm， (0ρ cit.) ， pp. 124 

125，幸田
47) ワイス，前掲書ヲ 204-206ベ ジ，越後和典，前掲論文， 302ベ ジ。
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その相対的有利性について，②圏内市場について，③外国市場に進出する機会

について，すべての面で不足していた。そり結果，競争企業の生産設備よりも

能率は悪<，新生産過程や新製品の導入についてもおくれをとったぺ usス

千ィーノレ祉は単に生産技術の面だけではなく，意志決定システム自体も他社よ

り非能率で，この面での革新も遅々としていたのである。その結果は収益率の

格差に反映している〔第2表参照〕。

ただし，この米国鉄鋼業のケースは， ウィノレソ γ仮説の組織構造の多角化と

草新，あるいは分権化と革新の関係をみるのには適切ではなし訓。 なるほど，

ベスレヘム社やリパブリック社等は共有子会社まで考慮すればかなり高度に多

角イじがすすんでいることが明らかにされている。しかし， usステイ ル社も

重土業のデパートといわれるほど多角化していることで有名であるぺ また，

分権化の程度との関係についても明確なことはいえない。鉄鋼大手8社のうち，

US7-ティーノレ，ナシ言ナノレ・スティール，アームコが比較的分権的であるとい

われているが，いずれも集権化をすすめている。 USスティーノレ社は事業部制

の採用さわした1930年前後までは，多数の合併企業からなる連合体であった。そ

して， 195日年には事業部制を改変して集権的職能部制に似た機構がつくられた。

独立事業部はいくつか残っているに Lでも，その自律性と行動の自由は年々狭

〈なってきている。ナン/.ナノレ・ λ ティーノレ社も同様の過程を辿った。成立f)J

期のゆるやかな連合体から， 1954年度以後は集権的な職能組織へ改められた。

アームコは比較的分権的である。他の大手5社，ベァ、レへム， リパブリック，

ジ 3 ーγ ズ&ラフリソ， イソラ Y ドJャ Y グスタウンの各社は前3社よりも集

権的であるm

48) R. Caves，ゆ cit.，pp. 169-170，訳書， 165へーν。
生9) ウfルゾ γ仮説由実証研究としては， H. M. Sapolskyのも甲(本稿注目をみよ〉がある。
50) 鉄鋼各社の多様化については，鎌倉昇， r現代企業論」昭和41年j 第6章を毒照。
51) A. D. Chandler， Jr品 rategyand品開cture，1962， pp. 332 337，三菱経筒研究所訳「経

営戦略と組織」昭和42年.328-334ベータ。 企業規模の巨大さ，多角化にもかかわらず，鉄鋼業
では一般に集権的組織が採用されており，比較的分権的であった企業も逆に集権化の方自にすす
むのはこの産業の市場の性格，技情的条件によるも白と考えられる。
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しかし，ここでの主な関心は，組織としての企業の環境への作用の結果2えし

て成立する業界り慣行と各種の活動との関係であった。

V む すび

これまでみてきたように，伝統的企業理論が現実の寡占的大企業の行動を十

分には説明しえなかった理由の一つは，伝統理論が市場主重視して企業の組織

的要因を等闘にふしたことにあると考えられる。しかし，米国鉄鋼業の例でみ

たように， usスティーノレ社の価格決定には明らかに組織的要因が作用してお

り，しかも，ここで決定された価格はこの産業に成立している価格先導制なる

業界の行動ノレーんを通じて鉄鋼業全体の価格となる。したがって，鉄鋼業の価

格決定においては組織的要因は重要な影響力をもっているペ

さらに，このような業界の行動ノレーノレの存在は各企業の他の面での活動にも

作用する。問題が発生したとき，り ダーは価格面で解決をはかりうるけれど

も，フォロワーは他の面での解決策をサ一千しなければならない。したがって，

リーターは，過去において成身の経験があればなおさら，価格によって問題の

解決をはかるであろうし，プォロワーは何らかの草新へと向かうことが必要と

なる。しかも，フォロワ にとヮては他社の革新も「将来の問題」と認識され

るであろう。事実，上の例ではこの産業で革新を先導したのは他の会社であり，

usスティーノレ社はこれに遅れ，非能率な企業に正どまった。

したがって，企業行動を理解するには，組織的要因の作用を重視しなければ

ならず，また，企業間の関係の':/.7-.テムの中で個々の企業の行動を把え，しか

も，諸種の活動の相主の関係を十分考慮に入れる必要があると考えられる。そ

の例として，米国鉄鋼業における価格と革新についてみてきたのである。

ところで，組織は環境と相互作用しているものと考えられる。企業が目的と

52) 会社組織の性格が7 ある会社の価格政晴や価格慣行に独自の影響を与えること，さらに，こ
れら各社が巨大会社であるがゆえに唱当~fÆ議界自体にも量得を与えることは疑問の岳地もないと
ころである。JKaplan， Dirlam and Lanzill.otti， op. cit.， p. 247訳書I 306ベージ.
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する活動領域と，その際に採用すべき技術により組織のあり方は規定される。

企業は経済活動を主とするものであるから，環境の中でも最も重要な0 は市場

であろう U したがって，企業が関係する市場のあり方により，企業の組織は影

響をうけ，また，その時に必要な技術も組織のあり方を規定する n しかし，逆

に組織は環境に働きかける。企業は組織的に意志決定してその活動領域と技術

を選択する明。 また，市場に対しても，単独で，あるいは共同して働きかけ，

行動ノレーノレを確立してい〈剖〉。

たとえば， usスティーノレ社は市場構造に単純に規定されて行動しているわ

けではなく，環境に積極的に作用している。鉄鋼業における価格先導制の確立

と維持にus旦ティーノレ社は非常な努力を傾けてきた。第 1に，ゲーリーの晩

餐会によって，同社の成立前の激烈な競争をやめて協調する乙との必要性を説

き，その利益を示した。第2に，不況期などに生ずる値引きがこの慣行を崩壊

させることを恐れて，値引きには対抗策をとると公表して，この慣行の維持を

はかり，第3に，同社がすすんで攻撃にでることを避け，第4に，労務費の企

業閣格差の発生から競争の可能性がでてくることを嵐念して，労働組合に対し

て一定の譲歩さえしtいる問。 これはusλ ティーノレ社による環境への働きか

けの一例である。それゆえ，企業行動。理解のためには，組織は環境から規定

されつつも逆に環境に働きかけこれを改変していくことを重視しておかなけれ

ばならない。とくに，企業行動を基本的に決定するという市場自体にも企業ほ

働きかけ，市場構造を変え行動ノレ んを確立してい〈。そして，市場への働き

53) したがって，降旗武彦民は，企業行動の理解のためには， open， socio-technical観に立脚する
ことが必要でたるとされる。同氏，前掲書，と〈に， 62-66ぺーんなお，付記を参閉されたい。

54) 米軍電幾産業におけるGEによる行動Jレ」ノレの設定と各社の革新活動との関係については，降
旗武彦，前掲論文，事照。

55) USステイ ノレ社は，第2次大戦中から戦後の賃金不公平是正のプロセスで，貴闘組合からだ
された社内の工場間賃金格差の解消を，当初出避けよろとしたが，暁r認めた也自社内において
格差が存在すると但杜はこれをうまく利用してUSスティール社との賃金格差を維持できるが，
これは同格リ グージップの維持にとっては好まし〈ないからである R_ Tilove， Cοllective 
Bargaining z-n Steel Inぷ必5'η，p_ 23; L. G_ Reynolds，“ The Impact of Col!ective Bar 
gaming on the Wage Stmcture，" in]. T. Dunlop (ed.)， The Th同町 of Wnge Deter-
mination， 1964， pp. 204-205 
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かけにおいても組織的要因の一定の作用を無視しえないのである。

(イ寸記〕 脱稿 (9月中旬〉り後，出部都美氏の最新著 i現代経営組織論J (昭和46

年10月〉が発行さわした。示唆に富む，興味深い書物である。それによると，氏は，氏の

従来の立場から TavistockInstituteり研究者タル プ P.R. Lawrence， J. W 

Rorschや降旗武彦氏等の主張してこられた Socio.Technical System 論への接近をは

かつておられ Socio.TechnicalSystem に立つ組織論を「現代組踊論」とよんでおら

れる。

しかし， 第 1に降旗氏の見解を伝統的組織論だとしてzられる点， 第 2には Socio 

Technical System の妥当するのは生産現場に近いところに限定きれると理解されてお

り，この点で Socio-Technical System論の意義の理解について，第 3にこれと序文に

おける現代組織論の提唱との関係について疑問が残らぎるをえなし、。

ぐわしとは，これらの点をふ〈めて s田 io-TechnicalSystem f::-ういて別の機会に

論じたく思っている。


